
 一般社団法人・日本救急医学会 

 

１ 設立  

昭和 48年（1973 年） 
 

２ 目的  

国民の保健・医療・福祉に寄与するため、救急医学の進歩発展を図り、救急医療の普及

と発展に貢献すること。 

会員数：10,569 名（平成 31年 1月現在、医師が中心） 

専門医（救急科専門医）：5,017 名（平成 31年 1月現在） 
 

３ MC に関わる取組み 

  本学会は、地域の多様性を踏まえつつ、学術的普遍性を念頭に学術団体としての活動を

展開してきた。MC に関連して現在は、以下のような項目に力点を置き活動している。 

（１）新専門医制度：救急専門医として MC に関わる要件を盛込む 

   救急科領域では、「専門研修後の成果（Outcome）」に MC を明記しており、これは救

急科領域のみの大きな特徴である。具体的には、3 年間の専門研修の期間に、病院前救

護体制と MC 体制の知識を習得するとともに、救急救命士への指示・指導を指導医とと

もに適切に行えることを必須の項目としている。すなわち、救急科専門医資格取得には

直接 MC に関わる知識・技能を必須条件としている。その上で、地域 MC 協議会の活動

については、指導医とともに見学すること等により、その知識を習得することを目指し

ている。 

   さらに、専門医取得後の更新時に報告すべき経験例に、救急救命士への直接の指示・

指導を含むことを認めている。 

（２）MC 体制検討委員会と教育・研修統括委員会が連携して、MC に関わる継続的教育・

研修システムの構築 

     MC 体制検討委員会（加藤正哉委員長）では、救急科専門医を対象とした MC 体制に

関わる体系化された教育セミナーを開発し普及を進めている。本セミナーの内容は救急科

専門医や学会員に限らず、地域において MC 活動に関わるすべての医師が学習すべき項目

なので、セミナー開催と併せて、e-leaning 用の自己学習教材を提供することでより簡便

な知識習得の方法も準備中である。また、地域 MC や都道府県 MC の指導的役割を担う

救急医に対しては、より高度な知識・技能の習得を目指した教育コースの開発を目指して

いる。MC に関わる医師の質を担保することは本会の重要な使命の一つであり、それぞれ

の救急医に応じた継続的な教育・研修体制づくりを進めている。 

  



一般社団法人 日本臨床救急医学会 

 

１ 本学会の特徴 

  本学会は、1998年（平成 10年）、医師をはじめ看護師、救急隊員、薬剤師、診療放射線

技師、臨床検査技師、医療ソーシャルワーカーなど救急医療に関連する多職種の関係者が

協働し、救急医学と救急医療体制を論じる目的で誕生した。救急診療の質は、対象となる

傷病や病態の研究だけでなく救急医療体制の整備・充実を含めて保証されるものであり、

これら全体を研究する学術領域が救急医学である。本学会が、救急医療に従事する多職種

の関係者や関連諸団体の方々と対等に議論し、研究を進めることを何よりも重要視してい

るのはこのためである。 

  救急患者の救命、良好な転帰を期待すれば、一刻も早く救護や医療を開始することに焦

点が向けられるのは必然的なことである。救急診療を特徴づけるものは時間軸であり、緊

急度・重症度さらには病態に応じた迅速な医療の提供には、傷病者の観察と処置、医療機

関の選定、情報伝達と搬送、そして医療機関での診療が緊密に関連し、円滑に機能しなけ

ればならない。そのなかにあって、消防機関を中心とした病院前救護および医療とメディ

カルコントロールの役割は重要な位置づけとなり、本学会の中心的なテーマとして学術的

な議論を重ねている。 

 

２ 病院前医療およびメディカルコントロールにかかる本学会の活動 

① メディカルコントロール検討委員会 

● メディカルコントロールテキスト改訂編集委員会（日本救急医学会との合同） 

② 教育研修委員会 

●PEMEC検討小委員会（疾病救急の病院前救護に関する教育プログラム） 

③ 緊急度判定体系のあり方に関する検討委員会 

④ 小児救急委員会 

⑤ 患者安全検討推進委員会 

⑥ 学校への BLS教育導入に関する検討委員会 

⑦ 傷病者の意思に沿った救急現場での心肺蘇生のあり方に関する検討委員会 

⑧ 法執行機関との医療連携のあり方に関する検討委員会 

⑨ 地域救急医療体制検討委員会 

⑩ バイスタンダーサポート検討特別委員会 

 

３ 本学会と全国メディカルコントロール協議会連絡会とのかかわり 

① 2006年 9月 13日：「全国メディカルコントロール協議会連絡会準備会」立ち上げのた

めの準備会に本学会が参加。 

② 2006年 11月 1日：「全国メディカルコントロール協議会連絡会準備会」を共催。 

③ 2006年 12月 12日：第 1回幹事会に参画し、全国メディカルコントロール協議会連絡

会を本学会学術集会会期に合わせて開催することが決定。 

④ 2008年 6月を最後に、本学会における開催が中断されたが、2014 年 5月に第 17回当

学会学術集会会期に合わせて再開。 

⑤ 2015年 4月、厚生労働省医政局地域医療計画課長より「全国メディカルコントロール

協議会連絡会に対する協力依頼について」を受け、「本学会の総会・学術集会の会期に

合わせて、会場の確保および運営について協力する」旨を回答。 

⑥ 第 18 回当学会学術集会（2015 年 6 月 4 日）以降、毎年、当会学術集会会期に合わせ

て、全国メディカルコントロール協議会連絡会の開催を継続している。 



公益社団法人日本麻酔科学会 

１ 設立 

1954年 10月 22日、東京大学医学部麻酔学教室を中心に、現在の学会の前身である日本麻

酔学会が、麻酔科学に関する研究調査をすすめながら、国内外関連学会との連携協力を行い、

麻酔科学の進歩普及とわが国の学術文化発展に寄与することを目的に設立された。 

2001年 6月 20日に社団法人格を取得。さらに 2011年 4月 1日から公益社団法人に移行し

たことに伴い、公益に貢献するシンクタンクとして、様々な学会活動や認定医制度の更なる

充実を図り、周術期の患者の生体管理を中心としながら、患者の命を守り、安全で决適な医

療を提供することを一段と強化していく。 

 

２ 事業の概要 

公益社団法人日本麻酔科学会(以下、本学会という)は、周術期の患者管理を中心としなが

ら、救急医療、集中治療、瘻痛管理、緩和医療などの領域において患者の命を守り、安全で

安心できる医療を提供する。 

本学会は、以下の理念を掲げ事業を行う。 

1.質の高い麻酔科医の育成 

2.先端的研究の推進と新たな医療技術の創成 

3.麻酔科医療の啓発 

4.他領域との協働 

5.国際的な医療連携への貢献 
 

会 員 数：13,272名 (2019年 3月 31日現在) 

専門医数：4,630名 (2019年 4月 1日現在) 

認定医数：1,876名 (2019年 4月 1日現在) 
 

３ 救急に関する弊会の活動 

（１）2004年 7月 1日、厚生労働省医政局より都道府県 MC協議会または地域 MC協議会が受

講資格ありと認めた一定条件下の救急救命士に、気管内チューブによる気道確保の実習と

資格取得後の気管内挿管実施が認定されることとなり、以来 11年有余にわたり、全国の麻

酔指導病院において、麻酔科学会指導医・専門医など広範な麻酔科学会会員の協力と指導

のもと「30例以上の救急救命士の気管内挿管実習」を爾来支えている。 

（２）2010年度から麻酔科専門医新規認定に AHA-ACLSの受講修了が必須となったことに伴

い、学会全 7支部(北海道・東北／東京／関東・甲信越／東海・北陸／関西／中国・四国／

九州)で原則年 2回、ACLS、BLSコースを開催しているほか、指導者レベルの知識のリフ

レッシュのため、下記の 2コースを年 1回実施している。 

・日本麻酔科学会理事を受講対象とした理事コース(2005年度～) 

・専門医試験官を受講対象とした試験官コース(2010年度～) 

 

受講者数推移【( )内会員数】 ※2017年度より理事・試験管コース受講者数含む 

コース 2014 2015 2016 2017 2018 

ACLS 176(26) 163(14) 186(15)  140(19)  145(18) 

BLS 234(12) 197(11) 161(11)  169(17)  141(13) 

 



公益社団法人 日本医師会 

 

１ 日本医師会の概要 

会員約 17万１千人を有する民間の学術専門団体。開業医約 8万 3千人、勤務医約 8万８

千人（平成 30年 12月 1日現在）で構成。都道府県医師会、郡市区医師会とは密接な関係。 
 

２ 日本医師会による救急災害医療の活動 

・救急の日ポスター、ＣＡＢ＋Ｄカードの作成・配布 

・救急・災害に関する生涯教育の推進 

・ＪＭＡＴ（日本医師会災害医療チーム。東日本大震災、平成２８年熊本地震、平成３０

年７月豪雨等）、被災者健康支援連絡協議会の創設、医薬品の搬送や医療機関の再建支援

等 

・２０１４年８月１日、災害対策基本法上の「指定公共機関」の指定 

・２０１５年６月９日、被災者健康支援連絡協議会の代表として「中央防災会議」の委員 

に就任 

・２０１５年７月３０日、海外の医療チームと相互支援する iJMAT構想の一環として台湾 

医師会との協定を締結 

・緊急時総合調整システム Incident Command System(ICS)基本ガイドブックの制作 

・都道府県災害医療コーディネーター研修の共催 

・原子力災害における安定ヨウ素剤ガイドライン、ガイドブックの作成等 
 

３ 日本医師会とメディカルコントロール 

・日本医師会ではＭＣを広い意味で捉えている 

○ 地域医療構想等を示していくなかでの幅広いＭＣ 

○ 在宅医療や高齢者施設、緩和ケアなどの施設での医療関連行為へのＭＣ 

・都道府県医師会救急災害医療担当理事連絡協議会（平成 26年 9月 18日開催） 

○ 高齢社会の進展を見据え救急搬送・救急医療のあり方を協議 

・救急災害医療対策委員会（山口芳裕委員長、他委員２０名、オブザーバー（行政等）６

名） 

①地域包括ケアシステムにおける救急災害医療のあり方について～2040年に向けて～ 

②災害医療について    １）ＪＭＡＴのあり方 

             ２）マスギャザリング災害に備えた医療体制 

○ＭＣ体制の機能強化・勤務医師のＭＣ体制、救急医療情報システムの関与への支援 

○東京オリンピック・パラリンピックにおける熱中症対策、テロ災害対策等 
 

４ 今後の課題 

・超高齢社会、都市部の高齢化、地方の人口減少と、救急搬送・救急医療、災害医療 

○今までなら入院していた患者が在宅医療へ  

・在宅患者の急変対応、介護施設からの救急搬送、自宅・介護施設等での終末期 

○地方の人口減少 → 救急医療機関の統廃合 → 広域搬送 

○高齢化は、要援護者 ≓ 災害弱者の増大にも直結 

・「地域医療構想（ビジョン）」による医療機能の分化と、救急搬送・救急医療 

○各病院・有診で、急性期機能から他の機能（回復期など）への機能転換の流れ 

○救急医療を終えた患者の地域包括ケアシステムでの受入れ 



一般財団法人日本救急医療財団 

 

１ 財団の発足 

平成３年３月２９日  厚生大臣の設立許可を受け財団法人日本救急医療研究財団とし

て発足 

平成３年１２月１９日 救急救命士法に基づく指定登録機関及び指定試験機関の指定を

厚生労働大臣から受け、財団法人日本救急医療研究・試験財団

と改称 

平成１０年４月１日  財団法人日本救急医療研修財団と統合し、財団法人日本救急医

療財団と改称 

平成２４年４月１日  一般財団法人移行に伴い、一般財団法人日本救急医療財団と改

称 

 

２ 財団の目的 

  本財団は、救急医療に関する研究に対する助成並びに調査研究を行い、その成果を広く

社会に還元すると共に、救急医療に関する教育啓発、救急救命士に係る試験事務等及び医

師、看護師、救急救命士その他救急医療に従事する者等の資質の向上のための研修等を行

うことにより、国民の健康と福祉の向上に貢献することを目的とする。 

 

３ 財団の事業 

（１）救急医療に関する技術的実践的な研究を行う大学、学会、研究機関等への研究助成 

（２）救急医療に関する調査研究 

（３）救急医療に関する普及啓発 

（４）救急医療従事者等に対する教育研修 

（５）災害時等の救急医療に関する事業 

（６）救急救命士国家試験の実施等に関する事務 

（７）救急救命士賠償責任保険代行事業に関する事務 

（８）その他、本財団の目的を達成するために必要な事業 

 

４ メディカルコントロールに関する取り組み 

メディカルコントロール（ＭＣ）に関しては、上記の「(４)救急医療従事者等に対する

教育研修事業」においてＭＣ研修を実施している。具体的には、厚生労働省からの受託事

業である救急医療業務実地修練が中心である。 

この研修事業では、医師を対象としたＭＣの研修プログラム(「病院前医療体制における

指導医等研修」)を、初級者・上級者向けと２段階に分け実施している。また、その他の研

修においてもＭＣに関わる事項が盛り込まれている。 

 

 

 



一般財団法人救急振興財団 

１ 沿革と概要 

  救急振興財団は、プレホスピタル・ケアの充実を目的として、平成３年４月に成立

した救急救命士法を受け、消防機関の救急救命士養成を主たる目的に、同年５月、  

全国４７都道府県の共同出資により財団法人として設立された（平成２５年４月から

一般財団法人に移行）。 

  全国の消防機関の行う救急業務は、傷病者に対するプレホスピタル・ケアの重要な

一環として、今や国民生活になくてはならない行政サービスとなっており、全国どこ

でも、誰もが、同じように高度で、迅速で、献身的なサービスを受けられるよう、そ

の充実と高度化が強く求められていることから、当財団では、救急救命士の養成を計

画的に進めるとともに、併せて救急に関する調査研究事業及び地方公共団体が行う応

急手当の普及啓発支援事業等を行っている。 

 

２ 主な事業 

 ⑴ 救急隊員に対する高度な教育訓練の実施 

   全国の救急隊員を対象として、救急救命士の国家資格を取得させるため、研修所

において高度かつ専門的な教育を実施している。 

   平成３年８月の教育訓練事業の開始以来、平成５年１０月に救急救命東京研修所

（東京都八王子市）を、平成７年４月に救急救命九州研修所（福岡県北九州市）を

開設し、現在では両研修所あわせて毎年８００名の救急救命士の養成を行っている。 

     累計約 21,300 人（東京研修所約 14,200 人、九州研修所約 7,100 人） 

   そのほか、生涯教育の一環として次のような教育訓練を実施している。 

    ➀ 薬剤投与追加講習 （平成１８年度～平成２５年度、九州研修所） 

    ② 指導救命士養成研修（平成２６年度～、九州研修所） 

    ③ 処置拡大追加講習 （平成２７年度～、東京・九州研修所） 

 ⑵ 救急に関する調査研究 

   救急隊員の知識及び技術の向上や救急業務の充実強化に向けて、次のような事業

を実施している。 

    ① 「全国救急隊員シンポジウム」の開催（年１回開催） 

第２６回（平成２９年１１月２１日・２２日） 千葉市 

第２７回（平成３１年 １月２４日・２５日） 高松市 

第２８回（令和２年  １月３０日・３１日） 仙台市 

※ 全国救急隊員シンポジウム閉会後、引き続き、全国ＭＣ協議会連絡会

が開催される慣例。 

    ② 救急救命の高度化の推進に関する調査研究事業 

    ③ 救急に関する先進的な調査研究事業に対する助成 

 ⑶ 地方公共団体が行う住民に対する応急手当の普及啓発の支援 

    ① 機関誌「救急救命」の発行 

    ② 「救急の日」ポスターの制作 

    ③ 応急手当普及啓発用資器材等の寄贈 

    ④ 高度な救急救命処置の訓練用資器材の交付 



都道府県消防防災・危機管理部局長会 

 

１ 都道府県消防防災・危機管理部局長会の概要 

（１）沿革等 

   昭和３７年に創設された「都道府県消防主管課長会」を発展的に改組し、全国都道府

県の消防防災・危機管理を統括する部局長による意見交換や協議の場として、平成１８

年４月に発足した。 

（２）主な事業 

  ・ 総会（年１回） 

  ・ 幹事会（年２回） 

  ・ 国に対する要望活動 

 

２ 救急搬送における課題と現在の取組状況について 

  以下の課題及び取組については、埼玉県のものである。 

（１）救急搬送における課題 

  ア 指導救命士制度の導入 

救急業務の質の向上と消防機関と医療機関の教育負担軽減に資するものとして指導

救命士を中心とした指導体制の構築が求められている。 

指導救命士制度の導入にあたっては、各消防本部における指導救命士の役割や位置付

け等を明確化した上で、県ＭＣ協議会として認定の枠組を決める必要がある。 

イ 救急隊員等の感染症防止対策 

    救急隊員が救急業務に従事するにあたっては感染防止対策の徹底が必要であり、今

後、医療機関から抗体価検査や予防接種の実施を求められる事例が増えてくると、何

らかの財政措置が必要となる。 

（２）現在の取組状況 

ア ＩＣＴ導入の推進 

    救急現場にタブレット端末を導入し、リアルタイムで医療機関の受入状況が確認で

きるようになり、適切かつ迅速な搬送先の選定につながっている。 

イ 受入医療機関確保基準（消防法第３５条の５第２項第６号）策定の推進 

    救急搬送における搬送困難事案の解消に向け、国の救急医療体制強化事業等を活用

し、各地域ＭＣ協議会と医療機関における受入医療機関確保基準の策定を積極的に推

進している。 

ウ ＭＣ医師の設置 

    救急搬送における搬送困難事案の解消に向け、救急搬送先の選定に苦慮する事案に

ついて、消防機関からの依頼により、助言や受入れ医療機関の調整を行うＭＣ医師の

運用を行っている。 

 



全国消防長会 
 
１ 関係機関の紹介 

全国消防長会では、全国消防長会規約１８条に 
「本会の事業目的を達成するため、事業推進委員会を置く。」 

更には 
「事業進委員会は、総会及び役員会における決議事項並びに事業計画に基づく諸事業
の協力な推進を図るとともに、諸情勢に対処して必要な措置、対策を推進するもの
とする。」 

と、明記されている。 
その事業推進委員会のうち、「救急委員会」については、５９消防本部の委員から成り立
ち、その所掌事項としては、以下のとおりである。 

１ 救急関係法制事案の措置推進に関すること 
２ 救急業務の制度及び体制の調査研究に関すること 
３ メディカルコントロール体制の構築に関すること 

４ 救急隊員の教育、訓練及び資格制度に関すること 
５ 救急業務の技術改善に関すること 
６ 応急手当の普及促進に関すること 
７ その他救急業務に関すること 

 

２ メディカルコントロール体制に対する取組 
メディカルコントロール（以下、「ＭＣ」という。）体制については、救急委員会の役割

のひとつであるところだが、直接的にＭＣ体制を管轄しているわけではないため、各都市
におけるＭＣ体制に関する諸課題を持ちより、情報交換や情報提供し、ＭＣ体制の円滑化
を図っているのが実情である。 
救急委員会では、開催地域の救急医療に深く関わり、地域の救急業務の骨幹となるＭＣ

体制の中核をなす医師等に御講演をいただいて、ＭＣ体制の円滑な取組や医療との連携を
充実強化するため、顔の見える関係の構築に努めている。 

また、発足時より、情報交換や情報提供に留まらず、消防庁等の国機関へ要望する事が
望ましい案件については、救急委員会で審議し決議された場合、全国消防長会総会へ議案
提出し、消防庁等へ、「全国消防本部の総意」として「要望」を行っている。 

 
●救急救命士法施行以降の要望については、下表のとおりである。 

平成３年 救急救命士の資格取得者に対する処遇のあり方 

平成４年 救急救命士養成教育に要する費用に財源措置について 

平成６年 消防機関で行う救命講習修了の位置づけについて 

平成６年 トリアージタッグの統一化について 

平成７年 消防ヘリコプターによる救急患者搬送に伴う諸問題の検討について 

平成８年 救急隊員の就業中教育実施要領の作成について 

平成８年 消防学校における救急隊員教育体制について 

※平成 11年 
病院前救護体制のあり方に関する検討会への対応について 
（平成１２年１月 厚労省・自治省消防庁へ要望書提出） 

平成 13年 救急隊員の安全対策について 

※平成 13年 
応急手当普及啓発における心肺蘇生法の改正に係る研修会の開催について 
（平成１３年１２月 救急振興財団へ要望書提出） 

※平成 14年 
救急救命士の処置範囲拡大に関する意向調査結果と今後の対応について 
（平成１４年６月 厚労省・総務省消防庁へ要望書提出） 

※平成 25年 
救急救命士が使用するビデオ喉頭鏡を用いた気管内チューブによる気道確保の実施
について[講習体制・実習要領の改正](平成 25年 7月総務省消防庁へ要望書提出) 

※平成 27年 
転院搬送における救急車の適正利用等に係る要望 
（平成２７年６月 総務省消防庁へ要望書提出） 

※は関係機関へ要望書提出（それ以外は、席上要望議了案件） 



医学的観点から救急活動の質を保障するための制度（いわゆるメディカルコントロール体制）を
担うため、平成14年11月に、東京都総務局、東京都健康局（現福祉保健局）及び東京消防庁の共
同管理により、東京都メディカルコントロール協議会（東京都の附属機関）が設置されました。
その後、平成21年5月に消防法が改正されたことを受け、同年10月からは、消防法第35条の8に定
める、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の協議並びに連絡調整等を行う、消防法上
の協議会として位置付けられました。
⑴ 目的
協議会は、消防機関による救急業務としての傷病者（消防法第2条第9項に規定する傷病者を
いう。以下同じ。）の搬送及び医療機関による当該傷病者の受入れの迅速かつ適切な実施を図
るとともに、救急隊員（救急救命士を含む。以下同じ。）の資質を向上し、医学的観点から救急隊
員が行う応急処置等の質を保障することにより、傷病者の救命効果の向上を図ることを目的とし
ています。
⑵ 組織
協議会の組織図及び主な協議事項は次のとおりです。

東京消防庁
東京都メディカルコントロール協議会

東京都メディカルコントロール協議会
会長 有賀 徹 氏 （独立行政法人労働者健康安全機構理事長）

協議事項

○ 消防法第３５条の５に規定する傷病者の搬送及び受入れの実施に係る基準（実施基準）
に関すること

○ 実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施に係る連絡調整に関すること

○ 救急活動に対する医学的観点からの事後検証に関すること

○ 救急活動を行う救急救命士に対する指示体制並びに救急隊員に対する指導及び助言体
制に関すること

○ 救急処置基準等の策定に関すること

○ 救急隊員に対する教育等に関すること

○ 上記に揚げるもののほか、傷病者の搬送と受入れの実施に関し東京都が必要と認める
事項及び病院前救護体制の質の向上に関すること

救急処置基準委員会

委員長
横田 裕行 氏

日本医科大学医学部
救急医学講座
大学院教授

救急隊員の教育に
関する委員会

委員長
行岡 哲男 氏

日本救急医療
財団理事長

事後検証委員会

委員長
坂本 哲也 氏

帝京大学医学部
救急医学講座
主任教授

指示指導医委員会

委員長
吉原 克則 氏

東邦大学医療センター
大森病院救急災害
統括部顧問



全国衛生部長会 

 

１ 本会の目的 

本会は、衛生行政に関する都道府県及び指定都市（地方自治法第 252条の 19第 1項の「指

定都市」をいう。以下同じ。）間の連携を緊密にし、衛生行政の円滑な推進を図ることを目的

としている。 

この 10年来各自治体において、保健、衛生、医療、福祉施策を扱う部局が統合される傾向

にあり、現時点でこの会の目的である「衛生」と言う言葉の中には、公衆衛生全般、つまり保

健、医療そして福祉も含まれていると解釈できる。 

 

２ 本会の会員 

本会の会員は、原則として、都道府県及び指定都市の衛生主管部局長の職にある者とする。 

 

３ 本会の事業 

（１）衛生行政に係る都道府県及び指定都市間の連絡調整に関する事業 

（２）衛生行政の推進を図るために必要な施策の立案、調査研究及び情報提供に関する事業 

（３）衛生行政に係る国に対する政策提言及び要望に関する事業 

（４）その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

４ 専門委員会「災害時保健医療活動標準化検討委員会」（平成 25～29年度） 

災害時の公衆衛生活動を調整する医師、保健師等の専門的知見を有する職員により構成され

る「災害時健康危機管理支援チーム(仮称)」（ＤＨＥＡＴ）の制度化について検討を行った。 

 

表 1 平成 30年度衛生行政の施策及び予算に関する要望（全国衛生部長会要望書より抜

粋） 

 

１ 医療人材の確保・育成 

２ 救急医療・周産期母子医療・精神医療の充実 

３ 在宅医療・介護連携の推進 

４ 地域医療提供体制の整備に対する支援 

５ 災害対策の推進 

６ 受動喫煙防止対策・生活習慣病対策の充実 

７ がん対策の充実 

８ 予防接種実施支援及び肝炎対策の充実 

９ 感染症対策の充実 

10 難病対策等の充実 

11 認知症施策及び自殺予防対策の推進 

12 乳幼児・子ども及び障害者、ひとり親家庭等に係る医療費の国による自己負担軽減策

の強化及び地方単独医療費助成に対する療養給付費等負担金等の減額措置の全面廃止 

13  食品衛生・生活衛生対策及び危険ドラッグ対策 

14 依存症対策の充実 

15 後期高齢者医療制度の円滑な運営 

16 国民健康保険への財政支援の確実な実施 



全国保健所長会 

 

１ 設立 

本会は、旧保健所法（昭和 12年）が全面改正され新保健所法が制定された昭和 22年に

設置され、公衆衛生の向上に寄与することを目的としている。設置自治体及び管轄区域毎

に現在（平成 31年 4月）都道府県型 359、政令市型 113の計 472カ所の保健所が設置され

ている。 

 

２ 保健所の機能と役割 

平成６年、「保健所法」が改正された「地域保健対策の充実強化に関する法律」で規定 

されており（昭和 22年 9月 5日法律第 101号）「・・地域住民の健康の保持及び増進に寄 

与することを目的とする」としている。そのなかでは、地域保健に関する思想の普及及び 

向上、医事及び薬事，公共医療事業の向上及び増進や、その他、栄養改善、食品衛生、住 

宅、水道、下水道、廃棄物の処理、清掃等、環境衛生、母子保健、成人保健、歯科保健、

精神保健、難病、感染症対策等の 14項目に関する事業が保健所の所管業務となっている。 

 

３ 救急医療や災害医療との関わり 

（１）地域保健法や医療法等に基づき、様々な傷病（小児救急，急性疾患，生活習慣病等）に

関する予防対策や生活衛生の改善・確保はもとより、医事，公共医療事業の向上及び増進

（離島・へき地医療も含む）への企画、調整、評価等を行っている。 

（２）近年では、医療と公衆衛生の連携も災害医療の分野で重視されてきており、災害医療コ

ーディネータや DMAT等と連携協働して、救急・救命、超急性期以降の公衆衛生的支援

を行うための災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）が創設された。 

（３）高齢社会のなかで、地域包括ケアシステムの構築が求められており、急性期後の地域ケ

ア体制の整備、医療と介護の広域連携（市町村枠を超えた 2次医療圏等）の調整の役割を

担うことも求められている。 

  

※ 参考：医療計画（医療法：昭和 23年 7月 30日法律第 205号）第三十条の四 

①都道府県は、医療提供体制の確保を図るための医療圏毎の「医療計画」を定める。 

3次医療圏 最先端、高度な技術を提供する特殊な医療を行う医療圏。原則都道府県単位。 

2次医療圏 一般的な医療サービスの提供圏。複数の市町村単位（単・複数保健所単位） 

2次医療圏 344，救急医療圏 376と都道府県型保健所管轄区域が重なる地域が多い。 

②「５疾病・５事業および在宅医療」の医療連携体制（平成 19年改正医療法） 

５疾病：がん，脳卒中，急性心筋梗塞，糖尿病，精神疾患  

５事業：救急，災害，離島・へき地，小児・小児救急，周産期の医療 

 

４ MC協議会との関わり 

（１）地域 MC 協議会において会長を務めている協議会があるほか、ほとんどの協議会にお

いて構成員となっており、広域における救急医療体制や広域災害対応等について意見交換

等を行っている。 

（２）救急医療を担う中心的な医療機関が見あたらない地域での医療機関間の連絡調整、医療

機関や消防機関等との連絡調整等、保健所が有する中立的立場での役割を求められること

もある。 

※ 全国では… 

保健所長が地域MC協議会の会長職となっているのは、251か所のうち、福島県が全地域

MC協議会（4か所）、茨城県が 1か所、新潟県が 1か所となっている。 


